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１.最高ＡＩ責任者(ＣＡＩＯ）およびＣＡＩＯ補佐官の設置について（案）
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１.最高ＡＩ責任者(ＣＡＩＯ）およびＣＡＩＯ補佐官の設置について（案）

デジタル変革推進本部の体制整理

4

【背景】

⚫ 人口の減少により自治体において人材確保が難しくなる中，職員が本来取り組むべき業務に注力し，より良い住民サービ
スを持続的に提供できるよう，国が自治体向けに生成ＡＩの利用に関する具体的な方策等を公表。

【対応】

⚫ AIの利活用・リスク管理のガバナンス体制を明確化するため，現在の「函館市デジタル変革推進本部」の体制を整理

CAIO ： AIの利活用・リスク管理における責任者として，市長をもって充てる。

CAIO補佐官 ： CAIOのマネジメントを専門的な知見から補佐するため設置

メ ン バ ー

函館市デジタル変革推進本部

本部長・CAIO ： 市長

CAIO補佐官

副本部長 ： 副市長

本部員：企画部長，総務部長，財務部長のほか，
本部長の指名する関係部局長

整理
アドバイザー

（函館市フェローに委嘱）

現 在 整理後



参考：自治体におけるAI活用・導入ガイドブック（令和７年１２月（第４版））
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参考
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自治体DX推進人材の定義について

総務省R6.4月：自治体DX/情報化推進概要 用語の定義（原文のまま）

名 称 役 割

ＣＩＯ
最高情報統括責任者

• 経営戦略の一部としてのDX戦略の立案・実行，デジタル技術等に関する専門的な知識・経験
に基づく経営戦略の提案，デジタル技術を活用した組織や業務プロセスの改革，組織のIT資
産（人材，ハードウェア，ソフトウェアなど）の管理，職員のデジタルスキルの向上，調達の最適
化，データの利活用などに関して，庁内マネジメントの中核を担う最高情報統括責任者のこと。

CIO補佐官等 • デジタル技術等に関する専門的な知識・経験を基に，CIOに対して助言等を⾏い，CIOの任

務を補佐する者のこと。こうした役割を果たす者であれば，名称は問わないため，CDO補佐
官など他の名称のものを含む。

総務省R7.7月：自治体におけるＡＩの利用に関するワーキンググループ報告書（原文のまま）

名 称 役 割

CAIO
最高AI責任者

• AIの利活用・リスク管理における責任者

ＣAＩＯ補佐官 • CIO補佐官のように，CAIOのマネジメントを専門的な知見から補佐する人材



２.令和６年度の主な取組み
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①デジタル推進人材の育成

(1) デジタル変革の推進を支える取組み（令和６年度）

中小企業・団体に対する支援

〇 DX推進支援事業 【経済部】

＜DX推進普及啓発関係経費＞
市内中小企業等におけるDXを推進するため，人材育成セミナーおよびフォーラムを開催

＜DX人材育成研修補助金＞
DX人材育成に係る専門的知識習得のための経費を助成 ＜補助率：２分の１ 上限額３０万円＞

補助対象事業の名称 補助事業者 補助金等交付決定通知額（円）

Google Workspace活用研修 有限会社UP.START.COMPANY 257,000

ITコーディネーターケース研修 株式会社近藤商会 100,000

RPA研修（初級，応用） 能登フーズ株式会社 47,000

名称 協力機関 参加者数 開催日 テーマ

DXセミナー 中小企業基盤整備機構
北海道本部/IPA １００名程度（延べ人数） 7/9，8/26，9/26，10/22，11/19，12/10 DXとセキュリティの基礎

DXセミナー 経済産業省北海道経済産業局 20名程度 10/20 DX推進のコツ

サイバーセキュリティ対策ワークショップ 経済産業省北海道経済産業局 15名程度 2/7 実践型セキュリティ対策

トヨタ生産方式による水産加工現場改善セミナー 経済産業省北海道経済産業局 18名程度 12/3 現場改善による生産性向上

道内製造業のためのデジタル活用人材育成講座 ノーステック財団 20名程度 6/25 デジタル人材の活用

ものづくり産業のグリーン・デジタル推進セミナー ノーステック財団 15名程度 9/12 GXとDX

副業人材を活用したDXセミナー DXコンサル 18名程度 2/25 副業人材とDX

製造現場の自動化・ロボット導入による人手不足対策フォーラム ノーステック財団 70名程度 1/30 ロボット導入
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①デジタル推進人材の育成

(1) デジタル変革の推進を支える取組み（令和６年度）

教育機関での取組など

○ 学校ICTサポートセンターの運営【教育委員会】
一人一台のタブレット端末の効果的な活用に向けた支援を行うとともに，教員研修等，学校が自立してICTを活用できるよう

支援を行い，学びのDX実現に向けた体制の構築を図る。
・対象校 小学校38校 中学校18校 義務教育学校1校(鱒川中は小学校に含む)
・サポーター(管理者含む) 4名
・端末機器等 児童生徒用端末14,636台,教員用PC約2,500台
市内57校に対して4名のサポーターが巡回し,下記の支援を行う。

・ソフトウェア・ハードウェアの利活用や運用に関する提案・助言
・教員研修の実施(利活用。運用・支援教員の育成)
・端末機器等に係るトラブル対応
・児童生徒,教職員のアカウント運用 など

・委託期間 令和6年4月1日～令和7年3月31日

市職員への研修

〇 DX推進研修（課長職） 【総務部】
組織マネジメントを行う立場である課長職の意識醸成を図る。
7/5実施，参加２７名

〇 DX推進研修（主査職） 【総務部】
業務を遂行する立場である主査職の意識醸成を図る。
10/30実施，参加28名
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• 主催：函館市
• 協力：KDDI㈱
• 内容：スマートフォンの基本操作，函館市公式LINEの使い方

など講義形式で開催。
• 開催実績：7日間 1１３名（12月は参加者なしのため中止）
• 満足度：91.2％（「とても良かった」「良かった」の合計）

• 主催：函館市
• 協力：KDDI㈱，イオン北海道㈱，道南ラルズ㈱
• 内容：相談者のニーズに応じて１対１形式で開催。
• 開催実績：48日間 498名
• 満足度：98.7％（「とても良かった」「良かった」の合計）

②デジタルデバイド（情報格差）対策

社会全体のデジタル化が進むなか，デジタル技術を利用できる人とできない人の間で生じる情報格差である「デジタルデバイ
ド」が課題となっていることから，高齢者をはじめ，誰もがデジタルの利便性を享受できるよう取組を進めることを目的とし，スマ
ホ教室およびスマホ相談窓口を開催。直接困りごとを相談できる「窓口」のニーズが非常に高いことが明らかとなった。

場 所 日 程

参加人数（人）

10:00
～12:00

14:00
～16:00

計

地域交流
まちづくりセンター

7/24㈬ 12 11 23

8/28㈬ 18 11 29

9/18㈬ 15 9 24

10/16㈬ 10 8 18

10/30㈬ 5 5 10

戸井西部総合センター 11/13㈬ 4 2 6

恵山コミュニティセンター 11/27㈬ 3 0 3

椴法華総合センター 12/9㈪ 0 0 0

南茅部総合センター 12/23㈪ 0 0 0

計 67 46 113

スマホ教室 スマホ相談窓口

月

場所・参加人数（人）

アークス
千代台店

毎月第１・３㈪

イオン
湯川店

毎月第2・4㈪

市役所１階
市民ホール

毎月第１・３㈪

亀田交流
プラザ

毎月第2・4㈪

計

７月 23 32 24 34 113

８月 33 20 24 25 102

９月 25 17 20 21 83

１０月 20 17 13 17 67

１１月 14 19 19 18 70

１２月 15 14 14 20 63

計 130 119 114 135 498

OK(1) デジタル変革の推進を支える取組み（令和６年度）
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• 官民協働でデジタル技術等を活用して，地域課題の解決に取り組むことで，継続的に本市のデジタル変革を推進するため「函館
市デジタル変革推進プラットフォーム」を設置（令和６年(2024年)6月４日設置）

• 地域課題の解決に機動的に取り組むため，プラットフォームにワーキンググループを設置できることとし，取組課題の解決にあた
り，具体的な施策の検討を行うこととしている。

③官民連携の仕組みづくり

OK(1) デジタル変革の推進を支える取組み（令和６年度）
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ワーキンググループの活動状況＜1＞

～災害時に迅速な判断を可能に～

• 背景：大雨による河川増水や冠水で現地確認に時間を要す

• 取組：河川・道路にカメラ2台，浸水センサー4台を設置し，映
像や避難所情報をデジタル地図に一元表示

• 成果：リアルタイム把握の有効性を確認／夜間の視認性向上
など，更なる改善の余地あり。

• 今後：令和7年度も実証を継続し，より精度の高い情報取得
を目指す。

• 協力：TOPPANデジタル(株)

防災DX 単身高齢者見守り

～一人暮らしでも安心できる暮らしへ～

• 背景：市内の約5世帯に1世帯が高齢者の一人暮らし／担い
手不足も課題

• 取組：水道・ガス使用量を活用し，異常があれば早期に検知
する仕組みを実証

• 成果：仕組みの有効性を確認／費用や設置方法，法令上の
規制など，実装に向けた検討ポイントを確認

• 今後：他のスマートメーターやセンサー技術も検討し，実証を
継続

• 協力：北海道ガス(株)

※総務省作成資料より引用

OK(1) デジタル変革の推進を支える取組み（令和６年度）
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(1) デジタル変革の推進を支える取組み（令和６年度）

～町会活動を効率化し，若い世代も参加しやすく～

• 背景：回覧板の負担，担い手の高齢化，人材不足が課題

• 取組：デジタル回覧板を試験導入し，効率化や多世代の参画
を実証

• 成果：上野町会での実証により効果を確認／横展開に向け
た体制整備が期待される。

• 今後：市民部・町会連合会を中心に導入フェーズへ移行，他
町会にも展開

• 協力：函館市町会連合会

町会DX

～誰も取り残さないデジタル社会へ～

• 背景：市民や中小企業に「デジタルの困りごと相談先」が不足

• 取組：スマホ相談窓口（48日間・498人，満足度98.7％），
スマホ教室（7日間・113人，満足度91.2％）を実施

• 成果：高いニーズと満足度を確認／相談体制をより継続的に
整えていく必要がある。

• 今後：相談窓口を拡充し，令和7年度から市の継続事業とし
て実施

• 協力：KDDI(株)，イオン(株)，道南ラルズ(株)

デジタルデバイド対策（再掲）

ワーキンググループの活動状況＜2＞
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(2) 分野別（令和６年度）

AIデマンド交通実証実験 【企画部】

高齢者の生活を支える新しい移動手段として有効であることが
確認された。ただし，持続可能性の確保には収支改善・範囲拡
大・周知強化などが課題となった。

• 対象：函館市西部地区11町
• 利用件数：予約1,979件，延べ利用者2,190人
• 1日平均利用者：10月8.8人 → 2月29.8人（約3倍増）
• 主な利用目的：買い物，通院，温泉
• 予約方法：電話85％，WEB15％
• 利用者層：70代以上が約80％，リピーター多数

①交通・物流

除雪管理システム試験運用 【土木部】

GPSを活用した除雪管理システムの試験運用を実施

【効 果】

①除雪作業効率の向上
→進捗状況等を把握でき，進捗状況にあわせた臨機応変な対
応・指示が可能

②事務負担の軽減
→集計に係る事務負担について，除雪業者で約80％，市で約
67％が軽減した。

③除雪費の適正管理
→作業時間が自動的に反映されるため，事務処理ミスが軽減し
たほか，日ごとの除雪費の概算執行額について，これまで除雪
日の３，４日後に把握していたものが，除雪日翌日には把握でき
るようになった。

④インフラ・施設
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(2) 分野別（令和６年度）

ＩＴ・ロボット等の活用による生産性向上支援事業
【経済部】

＜専門家派遣型IT・ロボット等設備導入支援事業補助金＞ 補助率：２分の１ 上限額：１，０００万円

派遣専門家からの助言に基づくＩＴ・ロボット等へのハード設備の導入に対する補助

＜専門家派遣 ほか＞

ＩＴ・ロボット等の活用による生産性向上を目指す中小事業者に対して，助言を行うＩＴコーディネーター等を派遣ほか

⑦-１産業・経済

補助対象事業の名称 補助事業者
補助金等交付決
定通知額（千円）

車両管理システム導入による業務効率化への環境構築準備 株式会社西武建設運輸 1，742

ITを活用した自動，人財マッチングサービス 人財派遣KOSEI 1，070

ベーカリースキャンの導入 合同会社ムックル 1，691

北海道初 クレープ専門店のドライブスルーシステム 絹焼包み 月の雨 731

高効率・少人化が可能な最新式バームクーヘン焼成機を導入した新商品ラインの導入 昭和製菓株式会社 10，000

包装作業ラインの機械化 株式会社竹田食品 10，000

パレタイズロボット装置 株式会社函館酪農公社 8，150
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(2) 分野別（令和６年度）

⑨行政

市公式LINEの機能拡充など

＜利用者アンケートによるメニュー改善＞
• 申請メニューに「窓口混雑状況」の確認機能を追加
• 休日・夜間診療メニューに「夜間診療医療機関一覧」を追加
• ごみメニューに「家庭ごみ自己搬入予約」を追加

＜子育てオンライン化プロジェクト＞
妊娠期から小学校入学前までの子育て世帯をサポートするため，
市公式ＬＩＮＥのリニューアル，市公式ウェブページへの子育て情
報特別ページ「はこすく」を新設

※同プロジェクトは，日本DX大賞2025地域DX部門優秀賞
および第３回日本ノーコード大賞自治体部門大賞を受賞。

函館山混雑状況配信システムの整備 【観光部】

夜景時間帯に混雑が発生している場所にAIカメラを設置して，
ネットや主要拠点に設置したデジタルサイネージで函館山周辺
の混雑状況を出発前の観光客に配信するシステムを整備し，混
雑状況の可視化に取り組む。

⑦-2観光

①JR函館駅（構内）
※混雑状況表示：8時～23時

②アクロス十字街（壁面）
※混雑状況表示：9時～23時
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市の機関等が扱う申請・届出等手続きのオンライン化等の状況

(3) 行政手続等のオンライン化推進状況（令和４～６年度）

うち
オンライン数

（件）

うち
オンライン数

（件）

うち
オンライン数

（件）

82 1,107,935 507,945 45.8% 88 925,546 399,345 43.1% 91 904,488 401,575 44.4%

うち新型コロナワクチン
接種関係の手続き

3 161,709 111,079 68.7% 3 50,086 37,895 75.7%

新型コロナワクチン
接種関係の手続きを除く

79 946,226 396,866 41.9% 85 875,460 361,450 41.3% 91 904,488 401,575 44.4%

―

R5（2023）年度R4（2022）年度 R6（2024）年度

オンライン対象手続き

申請手続
き種類

手続総件数
（件）

手続総件数
に占めるオ
ンライン数
の割合

申請手続
き種類

手続総件数
（件）

手続総件数
に占めるオ
ンライン数
の割合

申請手続
き種類

手続総件数
（件）

手続総件数
に占めるオ
ンライン数
の割合
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(4) 住民票等のコンビニ交付率・窓口キャッシュレス決済比率の推移（令和4～7年度）

• 住民票等※のコンビニ交付率は，令和4年（2022
年）から，毎月平均0.4％ずつ利用が増加している。
（サービス開始令和２年（2021年）２月１日）

※住民票，印鑑証明，戸籍（全部事項証明・個人事項証明，附票）

コンビニ交付率の推移

• 住民票等※のキャッシュレス決済比率は，令和4年
（2022年）から，毎月平均0.05%ずつ利用が増加
している。（サービス開始：令和３年（2021年）４月
２６日）

※住民票，印鑑証明，戸籍（全部事項証明・個人事項証明，附票）

窓口キャッシュレス決済比率の推移

2025年度
6月24.4%

2022年度
平均 9.1%

2025年度
6月4.1%

2022年度
平均 2.7%

2023年度
平均 3.0%

2023年度
平均18.9%

2024年度
平均22.3%

2024年度
平均 4.1%
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３.令和７年度の主な取組み
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(1) 新しい地方経済・生活環境創生交付金の採択状況（令和７年度）

介護認定訪問調査支援システム ほか 【保健福祉部】

介護認定審査会のオンライン化および審査会資料をペーパーレ
ス化することにより，審査会運営の効率化と紙資料の削減を進め，
各審査会委員への資料の提供を早める。

また，要介護認定調査支援システムを導入したタブレット端末で
認定調査を実施することにより，認定調査票の作成や点検に要す
る時間の短縮および効率化を図り，市民に対して迅速な認定結
果の提供を行う。

採択額：9,864千円
実装時期：2025年11月予定

介護認定業務のデジタル化

はこだて健康アプリ～Hakobit

市民の更なる健康意識の醸成，健康寿命
の延伸を図ることを目的に，令和４年度か
ら運用を行っている「はこだて健幸アプリ
～Hakobit～」について，既存機能の改
善や他の自治体等のアプリ機能を実装し，
更なる健康寿命の延伸を目指す。

採択額：2,988千円
実装時期：2025年7月～１０月順次公開

＜拡充機能＞
■バーチャルウォーキング

・日本一周や東海道五十三次など，アプ
リ上でバーチャルコースを楽しめる。

■個別ユーザーへのお知らせ配信機能
■デジタルギフト等の配信機能

健幸アプリリニューアル

はこだて健康アプリ～Hakobit（ハコビット）～ 【保健福祉部】

20



(1) 新しい地方経済・生活環境創生交付金の採択状況（令和７年度）

市道の除雪は外部委託しており，その作業
状況を電話等により確認しているため,住
民の要望・苦情に迅速かつ適切に対応でき
ないことが課題となっていた。

このため,主要な幹線道路の除雪状況を
ウェブサイトでリアルタイムに公表し，市民
からの問合わせや要望への対応速度を高
め，市民サービスの向上を図る。

採択額：43,383千円
実装時期：2025年12月予定

除雪管理システムの導入

除雪管理システム 【土木部】
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①デジタル推進人材の育成

(2) デジタル変革の推進を支える取組み（令和7年度）

中小企業・団体に対する支援

〇 DX・生産性向上支援事業 【経済部】
事業者が自社のDXを推進するため，その業務を担う人材育成に係る研修費用を支援
＜補助率：２分の１ 上限額：1,000万円（機械装置など），250万円（ソフト・アプリなど）＞

教育機関での取組など

〇 学校ICT支援事業 【教育委員会】
タブレット端末の効果的な活用に向けた支援を行うとともに，教員研修等，学校が自立して
ICTを活用できるよう支援を行うことで，学びのDX実現に向けた体制の構築を図る。

〇 未来のIT人材育成推進ほか 【経済部】
将来的なＩＴ人材の育成，本市におけるＩＴ・ロボット等活用人材の裾野拡大を目的として，
主に中高生など子ども達向けのワークショップや年齢・レベルに応じたメニューを実施

市職員への研修

〇 DX推進研修（主査職・担当職） 【総務部】
職位に応じたDX推進の必要性の理解と共通認識を図る。

〇 生成AI研修（主査職・担当職） 【総務部】
生成ＡＩに関するリテラシーと利用方法を学び，業務の効率化および部内推進を図る。

〇 オンライン市役所基礎研修・実践研修 【企画部】
市公式ＬＩＮＥの機能開発および運用におけるリーダー人材の育成を図る。
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スマホ相談窓口の開設 【企画部】

• 社会全体のデジタル化が進むなか，デジタル技術を利用できる人とできない人の間で生じる情報格差であるデジタルデバイドが
課題となっていることから，高齢者をはじめ，誰もがデジタルの利便性を享受できるよう取組みを進めることを目的とする。

②デジタルデバイド（情報格差）対策

(2) デジタル変革の推進を支える取組み（令和7年度）

スマホ相談窓口

• 日程：７月～１２月の延べ７２日間
• 時間：10：00～17：00
• 場所：市内商業施設等 ６カ所
• 内容：市内商業施設等で参加者のスマートフォン利用におけ

る問題や不明点を相談員に相談し助言を受ける。
• 主催：函館市
• 協力：KDDI㈱，イオン北海道㈱，道南ラルズ㈱

曜日 毎月第1・第3 毎月第２・第４

月曜日 アークス千代台店 市役所１階市民ホール

水曜日 イオン湯川店 亀田交流プラザ

金曜日 中央図書館 地域交流まちづくりセンター
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③官民連携の仕組みづくり（デジタル変革推進プラットフォームワーキンググループの活動状況）

(2) デジタル変革の推進を支える取組み（令和7年度）

防災DX（一時停止） 単身高齢者見守り（検討終了）

～見守りサービスの普及に向けた情報共有を継続～

• 背景：市内の約５世帯に１世帯が高齢者の単身世帯であり，
見守りの担い手不足が課題となっている。

• 事例：函館市居住支援協議会では，高齢者等の入居を支援
する一環として，民間事業者による見守りサービスの一覧を
作成・共有し，不動産管理業者等に周知を行っている。

• 今後：見守りサービスの普及促進に向けた情報共有や関係
機関連携を適宜行うものとし，本テーマに係るワーキンググ
ループでの検討は終了

• 協力：北海道ガス株式会社

～喫緊課題への対応を優先し活動を一時停止～

• 背景：令和６年度に河川・道路へカメラ２台，浸水センサー４
台を設置し，映像や避難所情報を地図上に一元表示する実
証を実施。リアルタイムでの把握の有効性は一定程度確認で
きたものの，夜間の視認性の確保や当該情報を現場での災
害対応や避難情報の発令に活用する際の有効性などに課題
あり。

• 現状：令和７年７月の津波警報の発表に伴う避難指示（約10
万人対象）や複数の大雨災害の発生を踏まえ，物資供給，渋
滞緩和，避難所従事者確保など喫緊課題への対応を最優先
している状況

• 今後：当面の間，WG活動は一時停止とし，これらの課題の
対応を優先するため，当該取り組みは一区切りとする。

• 協力：TOPPANデジタル(株)
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③官民連携の仕組みづくり（デジタル変革推進プラットフォームワーキンググループの活動状況）

(2) デジタル変革の推進を支える取組み（令和7年度）

観光ＡＩデータ連携（新規）

～データ等の活用を検討，本市観光DXの推進に寄与～

• 背景：繁忙期の混雑と閑散期の来訪者減少が課題

• 取組：令和7年度 総務省「地域社会DX推進パッケージ事業
（AI検証タイプ）」の函館市域における実証に際し，人流デー
タおよびAI学習データの収集・提供に係る関係者間の調整
等を行い，事業の円滑な実施を支援

• 今後：実証事業で得られたデータ等の活用を検討するととも
に，本市における観光DXの推進に寄与する。

• 協力：ソフトバンク(株)，東京大学，宇宙サービスイノベーショ
ンラボ事業協同組合，函館国際観光コンベンション協会，函
館商工会議所，函館山ロープウェイ，五稜郭タワー，金森商
船，函館朝市協同組合連合会，函館地区バス協会，函館地
区ハイヤー協会，北海道エアポート，ワークラボ函館

提供：ソフトバンク(株)
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子育て支援（新規）

～オンライン申請等の拡充～

• 背景：令和７年３月に市公式LINEをアップデートし，妊娠期
から小学校入学前までの期間における行政手続きを対象に，
子育て世帯の負担軽減に取り組んでいるが，登録者数や子
育て関連手続きの利便性に依然として改善余地がある。

 また，他都市では出産・子育て応援給付金のATM受取等
により「迅速な給付」と「職員負担の軽減」を両立している事
例があるなど，アイデア次第で改善効果が大きい領域である。

• 取組：以下の取組みについて検討を進める。

子育て関係手続きのオンライン化の拡充

給付金申請・受給の利便性向上・事務の迅速化

• 協力（想定）：(株)Bot Express ほか



(3) 分野別（令和７年度）

函館市プレミアム付商品券発行事業 【経済部】

社会全体のデジタル化が進む中，本市としても市民生活や経済
活動においてデジタル技術活用の推進などを総合的に判断し，
紙の商品券25万セットに加え,電子商品券を10万口発行

スマート農業技術活用支援事業 【農林水産部】

農業者の労働力不足等に係る課題に対し農作業の省力化や
効率化が図られるスマート農業技術の活用を促進するための導
入経費を支援

⑦-１産業・経済

町会活性化推進事業 【市民部】

＜町会デジタル化促進講座＞

町会運営や活動のデジタル化の促進を図るため，SNSを活用し
た情報発信・情報共有やWebを活用した業務負担軽減，パソコ
ンの基本ソフトを学ぶ講座を実施

＜町会活動PR促進＞

特に若い世代や子育て世代による町会への理解促進を図るた
め，SNS（インスタ）を活用し，町会活動等を情報発信

⑧地域社会
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おくやみ手続きナビ 【市民部】

ご遺族が死亡届の届出後に市で行う手続きを抽出できる
webサービスを導入

パソコンやスマートフォンから簡単な質問に答えるだけで該当
手続きを抽出し，手続き場所や必要書類等を確認することが
可能に。

キャッシュレス決済・Webチケットサービスの導入
【経済部】

はこだてみらい館・はこだてキッズプラザの両館に，市の公共
施設で初となるキャッシュレス決済・webチケットサービスを
導入。利便性の向上と施設運営の効率化を図る。

（運用開始予定：令和８年４月）

文書管理システムの導入 【総務部】

文書の収受，起案，回付，決裁，保管，廃棄等のサイクルを電
子化および一元管理することによって，文書管理の適正化，文
書に関するコストの削減，決裁等に要する時間の縮減，文書
検索の迅速化，業務手順の電子化等を図る。

（運用開始予定：令和８年４月）

情報システムの標準化・共通化 【総務部】

人的・財政的な負担の軽減を図り，自治体の職員が住民への
直接的なサービス提供や地域の実情を踏まえた企画立案業
務などに注力できるよう，標準化対象事務(※)について，標準
準拠システムに移行

※20業務（児童手当，子ども・子育て支援，住民基本台帳，戸籍の附票，
   印鑑登録，選挙人名簿管理，固定資産税，個人住民税，法人住民税，
   軽自動車税，戸籍，就学，健康管理，児童扶養手当，生活保護，障害
   者福祉，介護保険，国民健康保険，後期高齢者医療，国民年金）

⑨行政

(3) 分野別（令和７年度）
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４.デジタルツールの利用状況
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①議事録作成支援システム

②ペーパレス会議システム

③Web会議サービス

音声データを自動で文字起こしする機
能および文字起こしされたテキストを
音声を聞きながら編集・修正すること
ができるシステム

利用回数（令和6年8月～令和7年７月末） 87回

紙の代わりにタブレット端末やパソコン
の画面上で会議資料を共有し，閲覧が
できるシステム。紙やコピーにかかるコ
ストの削減や資料調製などの事前準備
の省力化も期待できる。

利用回数（令和6年8月～令和7年７月末） 223回

離れた場所にいる相手とＷｅｂを介し
てリアルタイムで会議ができ，音声や映
像だけでなく，データやアプリケーショ
ンの共有，文字のコミュニケーションが
可能なサービス

利用回数（令和6年8月～令和7年７月末） 401回
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ここで言う生成 AIは ， OpenAI社が提供するChatGPT等，質問・作業指示（プロンプト入力）等に応えて文章・画像等を生成
するAIを利用したサービスまたは当該サービスと連携して動作するプログラム

④生成AI
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